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定款一部変更に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 24 年５月 15 日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成 24 年６月 13

日開催予定の第 65 回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 

 なお、本件については、普通株主、優先株主に係る各種類株主総会に付議することを併せて決議し

ております。 

 

記 

 

１． 定款変更の目的  

（１）第 65 回定時株主総会及び普通株主、優先株主に係る各種類株主総会における、10 株を１株に

併合する普通株式併合に関する議案の承認可決とその効力発生（平成 24 年 10 月１日）を条件

として、普通株式の発行済株式数の減少を勘案し、現行定款第５条の発行可能株式総数及び普

通株式に係る発行可能種類株式総数の減少（発行可能株式総数を現行の５億８千万株から５千

８百万株に変更、うち普通株式の発行可能種類株式総数を現行の５億５千万株から５千５百万

株に変更）、並びに普通株主の議決権等の権利や市場での利便性を損なわないように、現行定款

第６条の普通株式の単元株式数を変更（現行の 1,000 株から 100 株に変更）するものでありま

す。 

（２）第 65 回定時株主総会及び普通株主、優先株主に係る各種類株主総会における、10 株を１株に

併合する優先株式併合に関する議案の承認可決とその効力発生（平成 24 年 10 月１日）を条件

として、優先株式の発行済株式数の減少を勘案し、現行定款第５条の発行可能株式総数及び優

先株式に係る発行可能種類株式総数の減少（現行の３千万株から３百万株に変更）、並びに優先

株主の権利を損なわないように、現行定款第６条の優先株式の単元株式数を変更（現行の 1,000

株から 100 株に変更）するほか、優先配当・優先株主に対する残余財産の分配・優先株式の併

合または分割に関する記載を変更するため現行定款第 13 条各号を変更するものであります。 

（３）なお、これに伴う効力発生を附則に定め、本附則は変更の効力発生日の翌日をもって削除する

ものといたします。 



２．定款変更の内容 

     変更の内容は、次のとおりであります。 

（下線は変更部分であります。） 

現行定款 変更案 

第２章 株式 

 

第５条 （株式の種類と発行可能株式総数） 

   当会社は、普通株式のほか第 13 条に定める優先

株式を発行することができる。当会社の発行可能

株式総数は５億 8,000 万株とし、発行可能種類株

式総数は普通株式が５億 5,000 万株、優先株式が

3,000 万株とする。 

       

第６条 （単元株式数） 

  当会社の普通株式および優先株式の単元株式数

は、1,000 株とする。 

       

 

第２章の２  優 先 株 式 

第 13 条  

（優先配当） 

①１．当会社は、第 50 条に定める剰余金の配当を行

うときは、優先株式を有する株主（以下「優先株主」

という。）または優先株式の登録株式質権者（以下「優

先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有

する株主（以下「普通株主」という。）または普通株

式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」と

いう。）に先立ち、１株あたり 50 円を上限として、当

該優先株式の発行に際し取締役会の決議で定める額

の配当（以下「優先配当」という。）をする。 

 

（優先株主に対する残余財産の分配） 

④１．当会社の残余財産を分配するときは、優先株主

または優先登録株式質権者に対し、普通株主または普

通登録株式質権者に先立ち、優先株式１株につき 

500 円を支払う。 

 

（優先株式の併合または分割、新株引受権等) 

⑥１．当会社は、法令に定める場合を除き、優先株式

について株式の併合または分割を行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

第２章 株式 

 

第５条 （株式の種類と発行可能株式総数） 

  当会社は、普通株式のほか第 13 条に定める優先

株式を発行することができる。当会社の発行可能

株式総数は 5,800 万株とし、発行可能種類株式総

数は普通株式が 5,500 万株、優先株式が 300 万株

とする。 

 

第６条  （単元株式数） 

  当会社の普通株式および優先株式の単元株式数

は、100 株とする。 

 

 

第２章の２  優 先 株 式  

第 13 条  

（優先配当） 

①１．当会社は、第 50 条に定める剰余金の配当を行

うときは、優先株式を有する株主（以下「優先株主」

という。）または優先株式の登録株式質権者（以下「優

先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有

する株主（以下「普通株主」という。）または普通株

式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」と

いう。）に先立ち、１株あたり 500 円を上限として、

当該優先株式の発行に際し取締役会の決議で定める

額の配当（以下「優先配当」という。）をする。 

 

（優先株主に対する残余財産の分配） 

④１．当会社の残余財産を分配するときは、優先株主

または優先登録株式質権者に対し、普通株主または普

通登録株式質権者に先立ち、優先株式１株につき

5,000 円を支払う。 

 

（優先株式の分割、新株引受権等) 

⑥１．当会社は、法令に定める場合を除き、優先株式

について株式の分割を行わない。 

 

 

附則 （定款一部変更の効力発生日） 

①第５条の変更は、平成 24 年 10 月１日から効力を

生ずるものとする。 

なお、本附則は当該変更の効力が発生した日の翌日を

もって削除する。  

②第６条の変更は、平成 24 年 10 月１日から効力を

生ずるものとする。 

なお、本附則は当該変更の効力が発生した日の翌日を

もって削除する。 

 

 

 



現行定款 変更案 

 

③第 13 条第１項第１号、第４項第１号及び第６項第

１号の変更は、平成 24 年 10 月１日から効力を生ず

るものとする。 

なお、本附則は当該変更の効力が発生した日の翌日を

もって削除する。 

 

 

 

３． 日程 

    定款変更のための株主総会開催日（予定）  平成 24 年６月 13 日（水） 

    定款変更の効力発生日（予定）       平成 24 年 10 月１日（月） 

  以  上 


